
☆定例会とは年４回定例的に開かれる会議で、曽於市では、３月・６月・９月・12月に開催します。

第
３
回　
定
例
会

会
期　
令
和
元
年
９
月
6
日
～

10
月
15
日
（
40
日
間
）

承
認
案

一
日
で
も
早
い
復
旧
を

専
決
処
分
の
承
認

一
般
会
計
補
正
予
算（
第
３
号
）は
、
豪
雨
発

生
に
お
け
る
農
地
・
農
業
用
施
設
及
び
公
共
土

木
施
設
災
害
復
旧
費
に
伴
う
職
員
手
当
等
や
委
託

料
が
主
な
も
の
で
、２
３
３
１
万
円
の
追
加
で
す
。

総
額　

２
４
６
億
４
４
６
３
万
円（補

正
後
予
算
）

条
例
制
定

待
遇
改
善
へ

議
案
第
51
号

　
市
会
計
年
度
任
用
職
員
の
給
与
及
び
費
用
弁
償

に
関
す
る
条
例
制
定

臨
時
職
員
及
び
非
常
勤
職
員
を
会
計
年
度
任
用

職
員
と
し
て
任
用
（
令
和
２
年
４
月
１
日
よ
り
）

森
林
環
境
整
備
・
担
い
手
の
育
成
を

議
案
第
52
号

　
市
森
林
環
境
譲
与
税
基
金
条
例
制
定

森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す

る
法
律
が
施
行
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
森
林
環

境
譲
与
税
が
創
設
さ
れ
、
森
林
環
境
の
整
備
に

関
す
る
施
策
、
森
林
整
備
を
担
う
べ
き
人
材
の

育
成
及
び
確
保
並
び
に
森
林
の
有
す
る
公
益
的

機
能
に
関
す
る
普
及
啓
発
等
を
促
進
す
る
た

め
、
市
森
林
環
境
譲
与
税
基
金
条
例
を
制
定
す

る
も
の
で
あ
る
。

崩落現場確認

全
会
一
致　
承
認

全
会
一
致　
可
決

全
会
一
致　
可
決

河原飛佐線の崩落現場

問　

再
任
用
職
員
と
会

計
年
度
任
用
職
員
の
任

期
は
。

答　

再
任
用
職
員
は
市

職
員
が
退
職
後
１
年
ご

と
の
任
期
で
、
現
在
の

対
象
者
は
、最
大
３
年
、

来
年
３
月
末
の
定
年
職

員
は
最
大
４
年
ま
で
の

勤
務
が
可
能
で
あ
る
。

　

会
計
年
度
任
用
職
員

は
最
大
で
年
度
末
ま
で

の
１
年
で
あ
り
、
選
考

に
よ
り
何
度
で
も
更
新

で
き
る
も
の
で
非
常
勤

職
員
に
分
類
さ
れ
る
。

問　

基
金
の
活
用
は
。

答　

森
林
整
備
や
林

業
担
い
手
の
確
保
及

び
木
材
利
用
促
進
等

が
主
な
使
途
で
あ
る
。

問　

職
員
定
数
の
削
減

と
な
る
の
か
。

答　

本
庁
・
両
支
所
と

の
再
編
を
進
め
る
場
合

は
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
低

下
に
な
ら
な
い
よ
う
業

務
の
効
率
化
を
は
か

り
、
令
和
12
年
度
に
は

職
員
定
数
を
３
２
０
人

ま
で
に
削
減
す
る
こ
と

は
可
能
で
あ
る
。
ま
た

会
計
年
度
任
用
職
員
も

同
じ
よ
う
に
減
ら
す
方

向
で
あ
る
。

問　

今
後
、
ど
の
よ

う
な
事
業
を
進
め
て

い
く
の
か
。

答　

森
林
所
有
者
へ

森
林
の
経
営
や
管
理

な
ど
の
意
向
調
査
を

実
施
し
、
市
森
林
整

備
計
画
の
見
直
し
を
、

検
討
し
て
い
く
。
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問　

印
鑑
登
録
は
住

民
基
本
台
帳
法
に
含

ま
れ
る
の
か
。

問　

本
団
地
は
、
現

時
点
で
１
棟
４
戸
分

が
、
残
っ
た
状
態
で

の
契
約
に
な
り
、
工

事
に
支
障
が
出
る
の

で
は
。

答　

施
工
業
者
と
事

前
協
議
し
て
い
く
が
、

ま
っ
た
く
支
障
が
な

い
と
は
い
え
な
い
。

早
期
に
居
住
者
の
退

去
を
進
め
て
い
く
。

条
例
の
一
部
改
正

旧
氏
（
姓
）
使
用
拡
大
へ

印
鑑
登
録
証
明
等
使
用
で
き
る
よ
う
に
な
る

議
案
第
58
号

　
市
印
鑑
の
登
録
及
び
証
明
に
関
す
る
条
例
の

一
部
改
正

住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
の
改
正
に
よ
り
、

住
民
票
、
個
人
番
号
カ
ー
ド
及
び
署
名
用
電
子

証
明
書
等
の
旧
氏
を
使
用
で
き
る
も
の
で
あ
る
。

こ
の
条
例
に
よ
り
、
旧
氏
で
の
保
険
や
口
座

な
ど
の
契
約
を
変
更
す
る
こ
と
が
な
く
利
便
性

が
向
上
す
る
。ま
た
、利
便
性
が
増
す
こ
と
で
、

現
代
社
会
に
お
い
て
旧
氏
を
使
っ
て
活
動
す
る

方
が
多
く
な
っ
て
い
く
の
で
は
な
い
か
と
予
想

さ
れ
る
。

契
約
の
締
結

桜
ヶ
丘
団
地
建
替
契
約
決
定

議
案
第
74
号

　
市
営
桜
ヶ
丘
団
地
建
替
事
業
に
係
る

事
業
契
約
の
締
結

【
契
約
の
目
的
】
市
営
住
宅
桜
ヶ
丘
団
地
建
替
え

【
契
約
方
法
】
公
募
型
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
に

よ
る
随
意
契
約

【
契
約
の
相
手
方
】
㈱
渡
辺
組　

大
隅
本
店　

外
８
社

【
契
約
の
金
額
】
10
億
１
７
５
０
万
円

公
募
型
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
で
あ
り
１
グ
ル
ー

プ
の
参
加
が
あ
っ
た
。

人
権
擁
護
委
員
の
推
薦

令
和
元
年
12
月
31
日
を
も
っ
て

任
期
満
了
に
伴
う
（
任
期
３
年
）

中な
か
山や
ま　
壽と
し
子こ

氏　
　
（
末
吉
町
）
71
歳　
再
任

小こ

原ば
ら　
忠た
だ

教の
り

氏　
　
（
末
吉
町
）
65
歳　
再
任

丸ま
る
岡お
か　

純す
み
昭あ
き
氏　
　
（
大
隅
町
）
70
歳　
再
任

水み
ず

枝え

谷だ
に　
孝た
か

志し

氏　
（
財
部
町
）
64
歳　
新
任

坂さ
か
口ぐ
ち　

利と
し
幸ゆ
き
氏　
　
（
財
部
町
）
60
歳　
新
任

教
育
委
員
会
委
員
の
任
命

令
和
元
年
10
月
４
日
を
も
っ
て

任
期
満
了
に
伴
う
（
任
期
は
４
年
）

地ぢ

主ぬ
し
園ぞ
の　

栄え

美み

子こ

氏　
（
末
吉
町
）
43
歳　
新
任

答　

含
ま
れ
て
お
り
、

住
民
票
へ
の
届
け
出

が
あ
れ
ば
、
旧
氏
が

印
鑑
登
録
証
明
書
へ

記
載
さ
れ
る
。

問　

財
源
は
確
保
さ

れ
て
い
る
か
。

答　

令
和
２
年
度
予

算
に
計
上
す
る
。

全
会
一
致　
可
決

全
会
一
致　
可
決

全
会
一
致　
適
任

賛
成
多
数　
同
意

財源内訳（万円）
国庫補助金 39,578
公営住宅建設
事業費 49,150

一般財源 13,022
合　計 101,750
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総
務
常
任
委
員
会

所
管
分

【
Ｒ
Ｐ
Ａ
導
入
支
援

業
務
委
託
料
】

問　
※

Ｒ
Ｐ
Ａ
と
は
。

答　

手
書
き
文
字
等

を
デ
ー
タ
に
変
換
し

て
業
務
の
自
動
化
を

図
る
も
の
で
あ
る
。

※
Ｒ
Ｐ
Ａ
と
は
ロ
ボ

テ
ィ
ッ
ク　

プ
ロ
セ
ス　

オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
の

略
で
あ
る
。

問　

導
入
に
よ
っ
て

の
利
便
性
は
。

答　

ブ
ロ
ッ
ク
、フ
ェ

ン
ス
、
切
石
撤
去
、

倉
庫
解
体
を
行
い
整

地
す
る
。借
地
料
は
、

月
８
５
０
０
円
で
あ

る
。

文
教
厚
生
常
任
委
員
会

所
管
分

【
末
吉
中
央
公
民
館
建
設
】

問　

事
業
内
容
の
変

更
理
由
は
。

答　

当
初
の
建
設
予

定
地
購
入
が
困
難
と

な
り
、
市
有
地
で
あ

る
旧
清
寿
園
跡
地（
末

吉
町
諏
訪
方
）
に
変

更
し
た
。

問　

敷
地
面
積
は
。

答　

隣
接
す
る
民
有

２
筆
を
購
入
す
る
こ

と
に
よ
り
、
敷
地
面

積
が
６
１
２
６
・
４

５
㎡
で
あ
る
。

問　

事
業
内
容
は
。

答　

旧
岩
川
高
校
校

舎
煙
突
の
５
カ
所
に

石
綿
が
見
つ
か
り
、

こ
れ
を
除
去
す
る
た

め
の
工
事
費
で
あ
る
。

【
大
隅
中
学
校
法
面

災
害
復
旧
工
事
】

問　

工
事
に
至
っ
た

経
緯
は
。

答　

崩
落
現
場
は
、

平
成
２
年
台
風
で
大

き
な
災
害
を
受
け
復

旧
工
事
を
行
っ
て
い

た
が
、
７
月
３
日
の

豪
雨
に
よ
り
同
校
東

側
法
面
が
、幅
43
ｍ
、

高
さ
14
ｍ
に
わ
た
り

崩
落
し
た
。
今
回
は

新
た
な
工
法
で
復
旧

工
事
を
行
う
。
令
和

２
年
度
ま
で
か
か
る

見
通
し
で
あ
る
。

補
正

末
吉
中
央
公
民
館
建
設
地
変
更
に

議
案
第
70
号

令
和
元
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
４
号
）

総
務
基
金
管
理
費
や
災
害
復
旧
費
等
が
主
な

も
の
で
、18
億
７
１
７
４
万
円
の
追
加
で
あ
る
。

答　

こ
れ
ま
で
手
入

力
し
て
い
た
作
業
時

間
が
大
幅
に
削
減
さ

れ
、
事
務
向
上
に
繋

が
る
。

　

交
通
災
害
共
済
加

入
申
込
等
で
実
施
し

た
い
。

【
財
部
中
央
分
団

駐
車
場
工
事
】

問　

工
事
に
至
っ
た

経
緯
は
。

答　

分
団
横
の
民
地

賃
借
契
約
に
よ
り
利

用
可
能
と
な
っ
た
。

問　

工
事
内
容
は
。

問　
土
地
の
地
下
げ
は
。

答　

約
４
ｍ
あ
る
高

さ
を
２
ｍ
ほ
ど
に
し

た
い
。

【
小
学
校
施
設

整
備
事
業
】

建
設
経
済
常
任

委
員
会
所
管
分

【
新
規
就
農
補
助
金

増
額
】

問　
対
象
者
は
何
人
か
。

答　

末
吉
４
人
、
大

隅
４
人
、
財
部
３
人

の
計
11
人
で
全
員
農

業
後
継
者
で
あ
る
。

【
梅
雨
前
線
豪
雨
等
の

激
甚
災
害
指
定
】

問　

激
甚
災
害
指
定

さ
れ
た
場
合
は
、
個

人
負
担
が
変
わ
っ
て

く
る
が
説
明
は
で
き

て
い
る
か
。

答　

申
請
さ
れ
た
方

に
は
、
災
害
復
旧
申

請
の
際
に
指
定
さ
れ

る
場
合
と
さ
れ
な
い

場
合
で
の
説
明
は
行
っ

て
い
る
。

☆議員が議案について賛成 ･反対の意思表示をすることを「表決」といいます。

全
会
一
致　
可
決

旧清寿園跡地

末吉中央公民館建設予定地
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件　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議員名
結　
果

重
久　

昌
樹

松
ノ
下
い
ず
み

鈴
木　

栄
一

岩
水　
　

豊

渕
合　

昌
昭

上
村　

龍
生

宮
迫　
　

勝

今
鶴　

治
信

九
日　

克
典

伊
地
知
厚
仁

土
屋　

健
一

山
田　

義
盛

大
川
内
冨
男

渡
辺　

利
治

海
野　

隆
平

久
長
登
良
男

谷
口　

義
則

迫　
　

杉
雄

徳
峰　

一
成

議　
案

第63号
消費税率及び地方消費税率改正に伴う総務常
任委員会所管の関係条例の整理に関する条例
制定

可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

第64号
消費税率及び地方消費税率改正に伴う文教厚
生常任委員会所管の関係条例の整理に関する
条例制定

可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

第65号
消費税率及び地方消費税率改正に伴う建設経
済常任委員会所管の関係条例の整理に関する
条例制定

可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

議案内容 消費税率及び地方消費税率の改正に伴い、各常任委員会所管の関係条例に規定する使用料等の改正
原田議員は議長のため、表決には参加しない。　
賛成「○」。賛成者のみを諮る表決方法であるため、賛成者以外（反対者・態度保留者・棄権者等）は「●」としている。欠席「欠」。

区分 番　号 件　　　名 内　　　容 結　果

議　
　
　
案

第51号 市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する
条例制定

地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴う条例の制定
（P3参照）

全会一致…
可決

第52号 市森林環境譲与税基金条例の制定 法施行に伴う条例改正 (P3 参照） 全会一致…
可決

第53号 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律
の施行に伴う関係条例の整備に関する条例制定 地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴う条例の制定 全会一致…

可決

第54号 市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の
一部改正

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るた
めの関係法律の整備に関する施行に伴う条例制定

全会一致…
可決

第55号 市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例
の一部改正

議案 53号・54号の法改正に伴い関連する規定の条例の改正

全会一致…
可決

第56号 市職員の諸給与に関する条例の一部改正 全会一致…
可決

第57号 市職員等の旅費に関する条例の一部改正 全会一致…
可決

第58号 市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正 印鑑登録証明事務処理要領が改正されることに伴い、様々な
活動で旧氏が使用できるよう関連する規定の改正（P4参照）

全会一致…
可決

第59号 市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正 法改正により、災害援護資金貸付や保証人の要件等を緩和が
され、関連する規定の改正

全会一致…
可決

第60号 市家庭的保育事業等の整備及び運営に関する基準
を定める条例の一部改正

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るた
めの関係法律の整備に関する施行に伴う関連する規定の改正

全会一致…
可決

第61号 市営住宅条例の一部改正 市営住宅の老朽化並びに住宅建替事業による用途廃止に伴う
条例改正

全会一致…
可決

第62号 公共下水道条例の一部改正 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るた
めの関係法律の整備に関する施行に伴う関連する規定の改正

全会一致…
可決

第66号 訴えの提起（調停） 市営住宅の明渡し等について調停申し立てをするものである 全会一致…
可決

第67号 訴えの提起（訴訟　水ノ久保団地）
市営住宅の明渡し等について訴えをするものである

全会一致…
可決

第68号 訴えの提起（訴訟　桜ヶ丘団地） 全会一致…
可決

第70号 令和元年度一般会計補正予算（第４号） 総務基金管理費や梅雨前線豪雨による災害発生による災害復
旧費等をそれぞれ追加するものである（P5参照）

全会一致…
可決

第71号 令和元年度国民健康保険特別会計補正予算
（第 2号）

最低賃金改定に伴う賃金単価改正により追加するものである

全会一致…
可決

第72号 令和元年度生活排水処理事業特別会計補正予算
（第 2号）

全会一致…
可決

第73号 令和元年度水道事業特別会計補正予算（第 2号） 全会一致…
可決

第74号 市営桜ヶ丘団地建替事業に係る事業契約の締結
民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する
法律に基づく公募による、事業契約の締結するものである（P4
参照）

全会一致…
可決

発
議 第 3号 新たな過疎対策法の制定に関する意見書案 総合的な過疎対策を充実・強化させることが必要なため各関

係機関への意見書を提出するもの（P23参照）
全会一致…
可決
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☆決算審査特別委員会は、本年度は各分科会に分かれて審査し、委員会にて各主査が報告し、本会議において委員長が報告を行いました。

予
算
は
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
か

決
算
審
査
特
別
委
員
会
に
て
慎
重
に
審
査

平
成
30
年
度　

一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算

決
算
審
査
特
別
委
員
会
（
18
人
）

委
員
長　

山
田　

義
盛　

副
委
員
長　

伊
地
知　

厚
仁

議
長
・
監
査
委
員
を
除
く
議
員

【地域コミュニティ活性化推進事業】
問　事業実績は。　
答　未加入者に対する加入促進やアパート・マンションの状況調査をもとにした認

定コミュニティ組織の設立を推進し、活性化を図ってきたが、実績には繋がらな
かった。今後は審議会での協議状況や提出される答申を踏まえ、新しい地域コミュ
ニティのあり方も検討していく。

意見 　自治会加入が減少する中、消防団員入団も強制できない状況である。分団の
統合など見直しを考えてはどうか。

【ソオグットＦＭの運営状況】
問　不祥事に対する防止策は。
答　毎月企画課と定例会を実施し、経理に不明瞭な点はないか審査を行っている。

また、運営していく上での改善点として広告料の口座振込を進めている。

【予算の補正 11 回】
問　平成30年度の最終予算額は。
答　平成29年度からの繰越額を含んだ最終額は268億5106万円で、大雨による災害復

旧費や農林業振興事業などの追加である。

【税金等の収納状況】
問　窓口収納手数料の状況は。
答　手数料は 1 件あたり銀行・ゆうちょ銀行が30円、そお鹿児島農協が10円、コン

ビニ57円である。コンビニでの取り扱い件数は 5 万5276件で、前年度より2837件
の増加である。今後も口座引き落としの推進を行う。

全
会
一
致　
認
定10月 8日議場にて決算審査特別委員会開催

7



【クリーンセンター改修工事】
問　改修工事の状況。
答　工事の進捗状況は75％程度である。

ごみの焼却は現在１炉だけで毎日12ｔ
処理している。平成30年度中、１号炉
は稼動146日で1627t、２号炉は稼動42 
日で437t、合計2064tのごみを焼却処理
している。

問　改修工事の成果は。
答　2 炉とも完成すれば、24t 焼却できるので、燃えるごみの埋立処分はなくなる。

【救急医療センターの利用状況】
問　都城地区救急医療センターや曽於医師会夜間急病センターの利用状況は。
答　利用状況は、おおむね横ばいである。
意見 　曽於医師会立病院は、常勤医師が 8 人と少ないため志布志市、大崎町と連携

を強化し、当病院の充実に向けてさらに力を入れるべき。

【児童虐待の早期発見・早期対応への取り組み】
問　児童虐待への対応は。
答　児童虐待については、教育委員会、民生委員児童委員、児童相談所等と連携し

ながら取り組んでいる。身体的虐待10件、育児放棄 2 件、心理的虐待 3 件の計15
件の事案が発生し、いずれも児童相談所へ報告している。

意見 　非常に大事な問題であり、引き続き関係機関や団体と連携を深めながら取り
組むべき。

【学力向上における教員確保】
問　学力向上への取り組みは。
答　全体的に学力は向上しているが、課題等もあり、教職員の教育力向上をはじめ、

引き続き重要課題として取り組む。

【不登校者増加】
問　本市の不登校者数は。
答　前年度の14人に比べて31人（小学校 8 人、中学校23人）と大きく増加し、長期

の不登校者は小学校で169日、中学校で191日である。

問　原因は何か。
答　学力や家庭の問題、友人関係などの重なっているケースが多くみられる。
　学校教育課では、いじめ問題を含めた協議を月１回、福祉事務所や保健課と行い

情報共有に取り組んでいる。

2 号炉心臓部の現地調査
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【畜産物の全国的な価格高騰】
問　価格高騰の影響は。
答　生産額は前年度より約 5 億 9 千万円の増となり、肥育経営においては、枝肉価

格は堅調に推移したものの、子牛価格の高騰で導入頭数の確保不足や配合飼料の
高止まりなど、収益は厳しい状況となっている。

【鳥獣捕獲の推進】
問　有害鳥獣駆除の状況は。
答　増加傾向にあるイノシシ、シカ等の農作物被害に対応するため猟友会を中心と

して鳥獣捕獲の推進を図っている。
意見 　全国的に豚コレラがイノシシ等を介して被害増大しているので、今後も積極

的な事業展開に努めてほしい。また、近隣諸国において口蹄疫・アフリカ豚コレラ・
高病原性インフレエンザ等の発生が後を絶たないため、今後も関係機関と一体と
なって指導強化に努めてほしい。

【地域の資源は地域住民自らの手で保全を】
問　多面的機能支払交付金事業の取り組み内容は。
答　共同活動で水路・農道などの維持管理や長寿命化などに取り組むものである。

平成30年度は42地区で取り組まれ、災害防止等に繋がっている。　

【市内商工業の活性化に向けた環境整備を図る】
問　思いやりふるさと寄附金の推移は。
答　メディアミックス動画作成等の広告及び被災地支援パートナーシップの活用に

より、34の事業者で347の商品を揃え寄附件数 8 万5165件で16億9095万円の寄附が
あり、前年度より 6 億5566万円増額であった。

【市道の整備と管理状況】
問　市道の整備率及び管理状況は。
答　市道整備率は1027路線で延長952.504㎞となっており舗装率は96.23％である。
　また、市道のくぼみ等の情報はほとんど市民からのものであり、職員にも情報提

供を呼びかけている。

☆議会中継をパソコンやスマートフォン、タブレット等で視聴できます。

認
定

第 1 号 平成30年度一般会計歳入歳出決算 全会一致　認定
第 2 号 平成30年度国民健康保険特別会計歳入歳出決算 全会一致　認定
第 3 号 平成30年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 賛成多数　認定
第 4 号 平成30年度介護保険特別会計歳入歳出決算 全会一致　認定
第 5 号 平成30年度公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 全会一致　認定
第 6 号 平成30年度生活排水処理事業特別会計歳入歳出決算 全会一致　認定
第 7 号 平成30年度笠木簡易水道事業特別会計歳入歳出決算 全会一致　認定
第 8 号 平成30年度水道事業会計決算 全会一致　認定

議
案第69号 平成30年度度曽於市水道事業剰余金の処分 全会一致　可決
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